
平成３年３月１８日制定

平成９年９月 ９日改正

用地取得円滑化対策実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は、新潟県土木部が実施する公共事業（以下「事業」という。）の用に

供する用地（以下「用地」という。）の適正かつ円滑な取得に資することを目的と

する。

（計画的な用地取得）

第２条 事業の円滑な推進を図るため、次の各号に掲げる事項に留意の上、計画的な用地

の取得に努めるものとする。

(1) 事業計画の策定及び新規事業の実施要望に当たっては、事業に対する地元の合意

状況、土地所有状況等を把握し、用地担当課と工務担当課が十分に協議すること。

(2) 用地先行取得の原則により、適正な用地保有量の確保を図ること。

(3) 土地収用法等の関係法令の活用を図り、円滑な用地取得を行うこと。

２ 前項第１号の規定による事業施行予定地の土地所有状況の調査及び把握の方法につい

ては、別に定める土地所有状況調査要領によるものとする。

（用地取得計画及び登記処理計画の策定）

第３条 所長は、年度当初において用地取得計画及び登記処理計画を策定し、適正かつ円

滑な事務処理に努めるものとする。

２ 所長は、用地の取得及び登記処理が困難かつ長期間を要する事案については、あらか

じめ土木部長と協議の上、その処理方針を策定するものとする。

（用地の進行管理）

第４条 用地の取得等については、次の各号に掲げる事項に留意の上、適切な進行管理を

行うものとする。

(1) 用地の取得等については、11 月末日までにその執行計画の見通しをつけ、おお

むね 12月末日を目途に予算執行上必要な措置を講ずること。

(2) 用地の取得等の契約については、原則として１月末日までに完了させること。

（登記必要書類の収集）

第５条 用地の取得の契約に当たっては、土地所有者及び関係者から登記の嘱託に必要な

書類をすべて徴し、的確かつ迅速な登記処理に努めるものとする。



（土地代金の支払）

第６条 取得した土地の代金は、所有権移転等の登記がすべて完了し、かつ、現実に当該

土地の引渡しを受けた後に支払うものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する場合は、それぞれ当該各号に定め

るところにより土地代金の前金払をすることができるものとする。

(1) 次条の規定により土木部長の承認を受け、かつ、現実に当該土地の引渡しがあっ

たもの当該土地代金の金額

(2) 所有権移転等の登記がすべてなされたもので建物等の除却が完了しないため、現

実に当該土地の引渡しを受けることができないもの

当該土地代金の 70パーセント以内

（登記前全額前金払の協議）

第７条 所長は、土地売買契約を締結することにより、現実に当該土地の引渡しを受ける

ことが可能であり、かつ、所有権移転等の登記を行うことが困難な場合であって、事業

の執行上重大な支障が生ずるおそれがあると認められるときは、契約の締結前に土木部

長に協議し、その承認を受けて、所有権移転等の登記の前に土地代金の全額を前金払（以

下「登記前全額前金払」という。）することができる。

２ 次の各号の一に該当する場合は、前項の承認があったものとみなすものとする。

(1) 契約の相手方が国、地方公共団体等で前金払をしなければならない場合（ただし、

年度内に登記が完了すると見込まれるものに限る。）

(2) 土地改良事業の施行区域内の土地を創設換地で取得する場合

(3) 国土調査の実施により登記事務が停止中のため、登記処理に時間を要する場合

(4) 土地区画整理事業又は土地改良事業の施行区域内の仮換地又は一時利用地を取得

する場合で、当該土地区画整理事業又は土地改良事業の施行者との間に換地処分等

について協定書又は確約書を取り交わしたとき。

３ 第１項による協議の方法については、別に定める登記前全額前金払協議要領によるも

のとする。

（支払承認後の措置）

第８条 所長は、登記前全額前金払の承認を受けて所有権移転等の登記前に土地代金を支

払ったものについては、速やかに登記処理を行うものとする。

附 則

１ 当分の間、前金払をしなければ抵当権者等が当該権利の抹消の承諾をしない場合で、

抵当権者等から確約書等の提出があって抵当権者等が補償金を代理受領する場合につい

ては、用地・高速道路課長の承認を受けた上で登記前全額前金払ができるものとする。

なお、この場合の登記前全額払の協議の方法については、この要綱第７条第３項によ

るものとする。

２ この要綱は、平成９年９月９日から施行する。



土 地 所 有 状 況 調 査 要 領

（目的）

第１ 事業施行予定区域内の公図調査を実施し土地所有状況等を把握することにより、公

共事 業採択後における用地取得及び登記事務の円滑かつ計画的な運営に資することを目

的とする。（調査の内容）

第２ 調査は、土地の状況が明確に把握できる図面から公図に事業の計画法線を入れ、事

業施 行予定地の所有状況等を調査するものとする。

（調査の手順）

第３ 調査の手順は次により行うものとする。

(1) 市町村役場に備えてある市町村内の大字、字を示した地図等により、事業施行予定

区域内の字を確認する。

(2) 登記所の公図を転写し、大字及び字の境界、事業施行予定地の地番を記入する。

(3) 登記簿の閲覧により次に掲げる各項目を調査し、用地調査表を作成する。

① 土地の所在、地番

② 地目及び地積

③ 登記名義人の氏名、住所

④ 地上権、永小作権、地役権、先取得権、質権、抵当権等の所有権以外の権利設定

の有無

⑤ 仮登記、仮差押、仮処分等の予告登記の有無

(4) 共有地については、前号のほかに共有者の氏名、住所及び持分を調査し、共有者名

簿を整理する。

(5) 調査手順２により整理された公図の写しに、登記地目及び登記名義人の氏名を記入

するとともに、工事実施計画図等から計画法線を入れて土地所有状況図を作成する。

（調査の対象区域）

第４ 調査対象区域は、事業計画幅員からおおむね 30メートルの範囲とする。

（調査の方法）

第５ 調査方法は、原則として大規模な事業については外部委託とし、小規模な事業につ

いては、直営で行うものとする。

（外部委託の方法）

第６ 外部への発注方法及び歩掛り等については、別に定める「用地調査等業務に関する

積算基準」によるものとする。



（直営の方法）

第７ 直営で調査する場合は、用地担当職員を主体に補助事務は用地嘱託員があたり、そ

れぞれ一体となって業務を行うものとする。

なお、標準的な役割分担は次のとおりとする。

(1) 用地担当職員の業務内容

① 工務担当課との調整及び現地確認

② 用地嘱託員への指示、調整

③ 計画法線の公図への記入及び調査幅員の決定

④ 調査の進行管理及び成果品の管理

(2) 用地嘱託員の業務内容

① 公図の転写

② 登記簿等の閲覧、調査

③ 用地調査表の作成

（工事実施計画図との照合）

第８ 工事実施計画図と土地所有状況図とを照合し、現川又は現道の位置関係等からして

現況と公図が著しく異なることが判明した場合は、登記所等の関係機関と用地測量等

の対応策を協議し、事後の用地測量に備えるものとする。



登記前全額前金払協議要領

（目的）

第１ この要領は用地取得円滑化対策実施要綱（以下「要綱」という。）第７条第１項及

び附則１の登記前全額前金払の協議方法等に関し必要な事項を定めるものとする。

（要綱第７条第 1項に基づく協議方法）

第２ 土木部長への協議は別記第１号様式による登記前全額前金払協議書（部長協議）に

より行うものとし、協議から契約までの手順は次のとおりとする。

① 協議→用地・高速道路課→関係事業課と協議了承→部長承認→契約

② 協議→用地・高速道路課→関係事業課と協議→条件を附し指示→条件整備→再

協議→部長承認→契約

→部長不承認

③ 協議→用地・高速道路課→関係事業課と協議、不了承→部長不承認

（進捗状況の対象）

第３ 部長承認を受けた事案については、登記前全額前金払協議書（別記第２様式）より

管理し、登記促進に努めるとともに、毎年度末までに前記調書に、登記の進捗状況を記入

した上で用地・高速道路課長あて報告すること。

（部長協議の対象）

第４ 部長協議の対象とするものは概ね次のとおりとする。

(１) 共有地で登記簿に名目上の登記名義人が著しく多数のため、その所有権移転登記

が長期間を要するもの。（ただし、実所有者が著しく多数のため、その所有権移転

登記が長期間を要するものは除く。）

(２) 地図訂正、地籍更正を必要とする土地で、登記の見通しが確実と考えられるが、

年度内に所有権移転登記を行うことが困難と見込まれるもの。

（用地費の支払時の添付書類）

第５ 登記前全額前金払を行おうとする場合は、財務出納員へ支出決議書を提出する際に

次の書類を必ず添付すること。

(１) 土木部長承認にかかるもの～部長承認（別記第３号様式）

(２) 用地・高速道路課長承認にかかるもの～課長承認（別記第５号様式）

(３) 要綱第７条第２項の土木部長承認があったものとみなすもの

① 他官庁契約～契約書

② 土地改良事業施行区域内土地を創設換地で取得する場合～換地計画書

③ 国土調査で登記停止中の場合～認証公告写し

④ 土地区画整理事業又は土地改良事業施行区域内の仮換地又は一時利用地を事業

施工者との協定書等で取得する場合～協定書又は誓約書



（課長協議の対象）

第６ 課長協議の対象とするものは次のとおりとする。

(１) 前金払をしなければ、抵当権者等が当該権利の抹消の承諾をしない場合で、抵当

権者等から確約書等の提出があって抵当権者等が補償金を代理受領する場合。（た

だし、年度内に登記が完了すると見込まれるものに限る。）

（要綱附則１に基づく協議方法）

第７ 用地・高速道路課長への協議は別記第４号様式による登記前全額前金払協議書（課

長協議）により行うものとし、契約から支払いまでの手順は次のとおりとする。

契約から支払いまでの手順

①契約(登記必要書類及び抵当権者等の確約書等の徴収）→用地・高速道路課へ協議

→課長承認

→課長不承認（登記必要書類に不足がある場合等）



（別記第１号様式）

第 号

年 月 日

土 木 部 長 殿

事務所長 印

登記前全額前金払事前協議書（部長協議）

公共用地の取得について、別添調書のとおり直ちに登記できない事情にありますが、当

該用地を取得する必要があるので「用地取得円滑化対策実施要綱」第７条第１項の規定に

基づき協議します。

記

登記前全額前金払調書 通

（整理番号 第 号～ 第 号）

添付書類

・ 登記前全額前金払調書（別記第２号様式）

・ 工事計画平面図、用地図、更正図の写



（別記第３号様式）

用高第 号

年 月 日

事 務 所 長 殿

土 木 部 長

登記前全額前金払について（通知）

年 月 日付け 第 号で協議のことについて、下記のとおり決定

した

ので通知します。

記

１ 承 認

土地の所在 用 地 費
整理 用地

工事番号 地目 金 額 契約名義人
番号 面積 公 共 ・ 工 事

大字 字 地番
県単の別 番 号

（指示事項）

２ 不承認

（指示事項）



（別記第４号様式）

第 号

年 月 日

用地・高速道路課長 様

事 務 所 長

登記前全額前金払事前協議書（課長協議）

このことについて、別添調書のとおり「用地取得円滑化対策実施要綱」附則１の規定に

基づき協議します。

記

登記前全額前金払調書 通

（整理番号 第 号 ～ 第 号）

添付書類

・登記前全額前金払調書（別記第２号様式）

・用地図、更正図の写

・法務局等の受理状況の説明書

・登記承諾書等（特別受益証明書、抵当権の一部消滅承諾書又は、抵当権者の抹消承諾

の確約書の写し等）



（別記第５号様式）

用高第 号

年 月 日

事 務 所 長 殿

用地・高速道路課長

登記前全額前金払について（通知）

年 月 日付け 第 号で協議のこのことについて、下記のと

おり決定したので通知します。

記

１ 承 認

整理 土地の所在
工事番号 地目 用地面積 金 額 契約名義人

番号
大字 字 地番

（指示事項）

２ 不承認

（指示事項）



（別記第２号様式）
登 記 前 全 額 前 金 払 調 書

整理番号 平成 年度 土木事務所名：

工 事 番 号 工 事 名 路 線 名 ・ 河 川 名 工 事 施 工 地 項 目 処理年月日等

契約（予定）
登記処理予定

契 約 名 義 人
住 所 契約者と登記名義人 協 議

氏 名 が 違 う 場 合 の 理 由 承 認

登記簿名義人
住 所 生 年 月 日 番 号

氏 名 死亡年月日 登 記 完 了

土 地 の 所 在 登 記 簿 土 地 買 収

大 字 字 地 番 地 積 地 目 地 目 地 積 単 価 金 額

用地費を県単で支出する場合 工事名 工事番号

名 称 設定年月日 受付番号 債 務 額 ・ 債 務 者 債 権 者 の 住 所
所 有 権 以 外 の 権 利

＊ 共有地は別紙共有者名簿（付表１）を添付すること。
＊ 地図と現況の違う場合は、法務局との調整状況を「交渉経過の概要」欄に明細に記入すること。
＊ 相続発生の場合は別紙相続者名簿（付表２）を添付すること。
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（別記第２号様式付表１）

共 有 者 名 簿

整理番号 平成 年度 土木事務所名：

土地登記簿住所
相続発生 交渉の

必要とする書類及び整備状況
登記名義人 住 所 持 分 相続人数

登 記 印 鑑
住民票

不在者財産管理 その他必要
住民登録（商業登記簿・法人登記簿） の 有 無 有 無

承諾書 証明書 人選任審判書 とする書類

＊ 相続発生の場合は別紙相続者名簿（付表２）を添付すること。



（別記第２号様式付表２）

相 続 者 名 簿

整理番号 平成 年度 土木事務所名：

必 要 と す る 書 類 及 び 整 備 状 況
相 続 人

登記名義人 備 考
氏 名 住 所

＊ 相続関係図添付のこと。
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